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福岡女子大学教職課程の自己点検・評価項目（2024年度） 

大項目 レベル 中項目 観点 小項目（確認作業内容） 担当者 評価 

1 教育理念・学

修目標 

大学全体 
教員養成の理念及び当該理念を達成する

ための学修目標の策定状況 
具体的かつ明確な形で設定されているか。 

1-1 教育理念に変更はないか。 学部長 

研究科長 

教務 

A 

1-2 学修目標に変更はないか。 A 

大学全体 
教員養成の理念及び当該理念を達成する

ための PDCA サイクルの状況 

学生や採用権者の意見の考慮や、所在する都

道府県・政令指定都市教育委員会の策定する

教員育成指標との関係性の考慮が行われてい

るか。 

1-3 福岡県、福岡市、北九州市の教員採用候

補者選考試験の動向を把握しているか。 
教務 A 

一人一人の学生が教職課程での学修を通じて

得た自らの学びの成果（以下「学修成果」と

いう。）や、自己点検・評価の結果、社会情勢

や教育環境の変化等を踏まえた適切な見直し

が行われているか。 

1-4 教職課程を履修している一人一人の学生

の学修成果を 4 年次 4Q の教職実践演習時に

把握しているか。 

教職課程

担当教員 
A 

2 授業科目・教

育課程の編成

実施 

大学全体 
教職課程の授業科目の実施に必要な施

設・設備の整備状況 

ICT（情報通信技術）環境（オンライン授業を

含む。）、模擬授業用の教室、関連する図書な

どが整備されているか。 

2-1 現在の整備状況に対する意見や要望を受

けて改善点はないか。 
教務 A 

学科等 
教育課程（カリキュラム）の充実・見直し

の状況 

学修成果や自己点検・評価の結果等を踏まえ

て充実が図られ、適切な見直しが行われてい

るか。 

2-2 学修成果を点検・評価した結果、教育課

程の充実・見直しが必要か。 

学科長 

研究科長 
A 

授業科目 
個々の授業科目の到達目標を達成するた

めの PDCA サイクルの状況 

法令、学習指導要領及び教職課程コアカリキ

ュラムへの対応が図られているか。 

2-3 法令等の改正等について、迅速かつ正確

に把握しているか。 
教務 A 

教員養成の理念及び当該理念を達成するため

の学修目標と授業科目との関係、授業科目の

目的と到達目標、内容と方法、授業計画、成

績評価基準、事前学修と事後学修の内容等が

明確に記載されているか。 

2-4 学修目標と授業科目との関係、授業科目

の目的と到達目標などがシラバスに記載され

ているか。 

学科長 

研究科長 

教職課程

担当教員 

B 

授業科目の到達目標に応じ、少人数のアクテ

ィブラーニングや ICT を活用した新たな手

法を導入し、「考える」「話す」「行動する」な

どの多様な学びをもたらす工夫が行われてい

るか。 

2-5 多様な学びをもたらす工夫がシラバスに

記載されているか。 

学科長 

研究科長 

教職課程

担当教員 

B 



 

2 

 

授業科目 教職実践演習及び教育実習等の実施状況 

教職課程において特に重要な役割を果たす教

職実践演習、教育実習（学校体験活動を含む。）

は、事前・事後指導を含め、大学の主体的な

関与のもとで適切に行われているか。 

2-6 授業科目等の実施と事務処理等の連携は

適切に行われているか。 
教務 A 

3 学修成果の

把握・可視化 

大学全体 
成績評価に関する全学的な基準の策定・

公表の状況 

成績評価基準に基づく評語と授業科目ごとに

定められている到達目標の達成水準との関係

等が明らかにされているか。 

3-1 到達目標の達成水準により成績評価がな

されていることが周知されているか。 
教務 A 

教員養成の目標の達成状況を明らかにするた

めの確認指標が適切に設定されており、教職

実践演習に向けて「履修カルテ」を適切に活

用できているか。 

3-2 目標到達の確認指標を示して「履修カル

テ」を活用しているか。 

教職課程

担当教員 
A 

授業科目 成績評価の状況 

各授業科目の到達目標に照らしてできるだけ

定量的又は定性的に達成水準を明らかにし、

厳格に点数・評語に反映することができてい

るか。 

3-3 成績評価に関する疑義に対して適切に対

応することができているか。 
教務 A 

4 教職員組織 

大学全体 教員の配置状況 

教職課程認定基準（平成 13 年 7 月 19 日教員

養成部会決定）で定められた必要専任教員数

を充足しているか。 

4-1 専任教員に異動があったか。 教務 A 

大学全体 職員の配置状況 
教職課程を適切に実施するために事務組織を

設け、必要な職員数を配置できているか。 
4-2 配置された職員数で適切であるか。 教務 B 

大学全体 FD・SD の実施状況 

教科専門の授業科目の担当教員や実務家教員

も含め、教員養成の理念及び当該理念を達成

するための学修目標への理解をはじめ、教職

課程を担う教員として望ましい資質能力を身

に付けさせるための FD・SD が確実に実施さ

れているか、適切な内容が実施できているか、

実際に参加が確保できているか。 

4-3 確実かつ適切に FD・SD を実施している

か。 
教務 A 

5 情報公表 大学全体 法令に定められた情報公表の状況 

学校教育法施行規則第 172 条の 2 の関連部分

及び教育職員免許法施行規則第 22 条の 6 に

定められた情報公表が学外者にもわかりやす

く適切に行われているか。 

5-1 わかりやすく適切な情報公表が行われて

いるか。 
教務 A 
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大学全体 学修成果に関する情報公表の状況 

必要な資質能力を備えた学生を大学が育成で

きているかを、エビデンスとともに説明でき

るか。 

5-2 1年次から 4年次までの主要教職科目の

履修者数の推移を把握しているか。 
教務 A 

大学全体 
教職課程の自己点検・評価に関する情報

公表の状況 

根拠となる資料やデータを示しつつ、わかり

やすい自己点検・評価の結果を公表すること

ができているか。 

5-3 自己点検・評価の結果をわかりやすく

HP 上で公表しているか。 
教務 A 

6 教職指導（学

生の受け入れ・

学生支援） 

大学全体 
教職課程の履修を希望する学生に向けた

取組の状況 

教職課程に関する積極的な情報提供ができて

いるか。教員養成の理念に照らして適切に学

生を受け入れているか。 

6-1 入学時のオリエンテーションで情報提供

を行っているか。1 年次 4Q の「教職概論」で

履修案内を行っているか。 

教務 

教職課程

担当教員 

A 

大学全体 学生に対する指導の実施状況 

必要な体制や施設・設備を整えた上で、個々

の学生の教職に対する意欲を踏まえつつ、学

生に教職課程の履修に当たって学修意欲を喚

起するような履修指導を行っているか。 

6-2 教職課程を履修している学生からの各種

相談に適切に対応しているか。 

教務 

教職課程

担当教員 

A 

学生に教職への入職に関する情報を適切に提

供するなど、学生のニーズに応じたキャリア

支援体制が構築されているか。 

6-3 キャリア支援において学生のニーズに応

じた指導を行っているか。 

教務 

教職課程

担当教員 

A 

7 関係機関等

との連携 

大学全体 
教育委員会・各学校法人・教育実習校との

連携・交流の状況 

教員の採用を担う教育委員会や各学校法人と

適切に連携・交流を図り、教育課程や学生指

導の充実につなげることができているか。 

7-1 関係機関等との連携・交流において事務

担当職員と教職課程担当教員が協力して対応

しているか。 

教務 

教職課程

担当教員 

A 

教育実習を実施する学校と連携を図り、実習

の適切な実施につなげることができている

か。学校体験活動や学習指導員活動など、学

校現場で体験活動を行う機会を積極的に提供

できているか。 

7-2 教育実習校との連携に問題点はなかった

か。学生サポーターなどの案内について周知

しているか。 

教務 A 

大学全体 学外の多様な人材の活用状況 

学内外の諸機関との連携のもと、教育課程を

充実させるために学外の多様な人材をゲスト

スピーカー等として活用することができてい

るか。 

7-3 多様なゲストスピーカー等が登場するイ

ベント等への参加を促しているか。 
教務 A 

※ 評語については、Ａ、Ｂ、Ｃの３種類とし、Ａは「改善の必要無」、Ｂは「改善検討の必要有」、Ｃは「至急改善の必要有」を意味する。 

※ 評価がＢとＣの場合の「改善計画書」の様式については、別に定める。 

※ 小項目（確認作業内容）のうち、下線を付したものについては、それぞれに様式を定めて概要を記録しておくこととする。 

※ 担当者欄の「教務」は「教務企画センター」を意味する。 
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1-3 福岡県、福岡市、北九州市の教員採用候補者選考試験の動向を把握しているか 

福岡県教育委員会 福岡市教育委員会 北九州市教育委員会 

福岡県教育委員会は、2025 年度に実施する福岡県公立学校教

員採用候補者選考試験において、前年度からの改善事項とし

て以下の変更点を公表している。 

１ 教職等経験者特例の拡充（県内の国公立に限らず、国公

立・私立を問わない、必要勤務年数の見直し） 

２ 元正規教員特別選考の拡充（「元県内正規教員特別選考」

から改称、県内の国公立に限らず、国公立・私立を問わない、

必要勤務年数の見直し） 

３ 小学校教員の２次試験における試験項目の変更（試験区

分：小学校教員（一般）の２次試験において試験項目「英会

話実技」を廃止） 

福岡市教育委員会は、2025 年度に実施する福岡市立学校教員

採用候補者選考試験において、前年度からの改善事項として

以下の変更点を公表している。 

１ 併願制度の導入（採用区分：小学校教諭、中学校教諭、小

学部・中学部の特別支援学校教諭） 

２ 第 1 次試験の優遇措置の拡大（教育支援員、わいわい広

場 「プレイワーカー」を追加） 

３ 奨学金返還支援事業の開始（対象者：特別支援学校教諭免

許状を保有する採用者） 

北九州市教育委員会は、2025 年度に実施する北九州市公立学

校教員採用候補者選考試験において、前年度からの改善事項

として以下の変更点を公表している。 

１ 奨学金返還支援事業の開始（「北九州市フレッシュティー

チャー奨学金返還支援」、対象者：北九州市公立学校教員採

用候補者選考試験に初めて合格し、採用後３年以上、公立学

校に教諭として勤務する意思がある者） 

 

1-4 教職課程を履修している一人一人の学生の学修成果と進路を（4Qの教職実践演習時に）把握しているか（中・高／栄養 人） 

履修者数（中・高／栄養） 学修成果の自己評価 学修成果を進路先で活かす期待 

12／14 成果があった 10／10 どちらでもない 0／0 成果がなかった 0／0 期待がある 9／7  どちらでもない 1／3  期待がない 0／0 

 

福岡女子大学教職課程の自己点検・評価項目 1-4に関する調査 

対象者 

 国語 英語 理科 栄養 

中一種 4 4 2 
14 

高一種 4 4 4 

※理由については別紙に記載 
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2-3 法令等の改正等について、迅速かつ正確に把握しているか 法令、学習指導要領及び教職課程コアカリキュラムへの対応 

法令、学習指導要領及びコアカリキュラムの改正等 それへの対応 

教育職員免許法施行規則に係る解釈の一部変更について 

（施行規則第 4 条表備考第 1 号・第 2 号、第 5 条表設備第 1 号） 

学力に関する証明書の作成にあたっては、文部科学省 HP に掲載の様式例に沿って作成する。【本学該

当教科：中一種免（理科）】 

「優れた教師人材の確保に向けた奨学金の返還支援の在り方について議論のまとめ」

（令和６年３月 19 日中央教育審議会初等中等教育分科会教員養成部会）を踏まえた

教師になった者に対する奨学金返還支援に関する周知等について（通知） 

当該制度を利用できるよう、博士前期課程において以下の科目を新設。 

【教科】事前・事後指導（専修）：１単位、教育実習（専修）：１単位 

【栄養】栄養教諭事前・事後指導（専修）：１単位、栄養教諭教育実習（専修）：１単位 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う介護等体験の実施における特例措置の終了に

ついて 

次年度より代替え措置は行わず、コロナ前の介護等体験とする。 

 

4-3 確実かつ適切に FD・SDを実施しているか 

実施した FD・SD の概要 参加者数 

現場から求められる教職課程のあり方（講師：近藤圭太氏（福岡県立香住丘高等学校の教諭）） 52 

 

5-2 1年次から 4年次までの主要教職科目の履修者数の推移を把握しているか 

1 年次（教職概論）の履修者数 2 年次（教育心理学）の履修者数 3 年次（教育原理）の履修者数 4 年次（教職実践演習）の履修者数 

20 23 25 26 

 

改善計画書 

小項目番号 評価 改善を必要とする点 改善策 

2-4 B 
「教育行政学」「道徳理論と指導法」「特別活動の指導法」のシラバスの記載

が不十分（「授業計画」欄）。 

授業計画の各回の内容が明確にわかるように記載する。 

2-5 B 
「特別支援教育」「教育行政学」「総合的な学習の時間の指導法」のシラバス

の記載が不十分（「アクティブラーニングの要素を取り入れている」欄）。 

多様な学びをもたらす工夫を記載し、アクティブラーニングの要素を取り入れてい

る欄にチェックを入れる。 

2-5 B 

学部科目において、多様な学びの工夫がシラバスで記載されているが、アク

ティブラーニングにチェックしていない。 

専修の指定科目において、多様な学びの工夫はなされていることがシラバス

上確認できない科目もみられる。 

この授業の特色の欄に、多様な学びを通して到達目標が達成されることがわかるよ

うに記述することや、アクティブラーニング要素を含むにチェックをすることを検

討してもらう。 

4-2 B 
専門性が高い業務に従事するため、兼務ではなく、専従にすべきである。 

また、担当を 1 名ではなく複数名置くべきである。 

兼務になった経緯及び理由を検証し、専従への可能性を拓くとともに、担当職員の増

員を要請する。 

※ 改善計画書は、評価が B と C の小項目について作成する。Ｂは「改善検討の必要有」、Ｃは「至急改善の必要有」を意味する。 


